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(57)【要約】
【課題】本発明は、金属アルミニウムを含む焼却飛灰を
、セメントで固化する際の水素ガスの発生を抑制した焼
却飛灰固化体の製造方法等を提供する
【解決手段】本発明は、下記（Ａ）～（Ｃ）工程を経て
得た含水混合物を成形して、焼却飛灰固化体を製造する
、焼却飛灰固化体の製造方法等である。
（Ａ）金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を
摩耗または破損しないように、該焼却飛灰とセメントを
混合して粉体混合物を調製する、粉体混合物調製工程
（Ｂ）前記粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶
液を一括して添加して含水物を調製する、含水物調製工
程
（Ｃ）前記含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を摩耗また
は破損しないように、前記含水物を撹拌し混合して含水
混合物を調製する、含水混合物調製工程
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（Ａ）～（Ｃ）工程を経て得た含水混合物を成形して、焼却飛灰固化体を製造する
、焼却飛灰固化体の製造方法。
（Ａ）金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、該
焼却飛灰とセメントを混合して粉体混合物を調製する、粉体混合物調製工程
（Ｂ）前記粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添加して含水物を調
製する、含水物調製工程
（Ｃ）前記含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、前記含水物
を撹拌し混合して含水混合物を調製する、含水混合物調製工程
【請求項２】
　前記焼却飛灰１００質量部に対し、セメントを２０～１００質量部混合する、請求項１
に記載の焼却飛灰固化体の製造方法。
【請求項３】
　前記焼却飛灰とセメントの粉体混合物１００質量部に対し、水または塩化カルシウム水
溶液を２０～８０質量部添加して混合する、請求項１または２に記載の焼却飛灰固化体の
製造方法。
【請求項４】
　前記塩化カルシウム水溶液の塩化カルシウムの濃度が、５～２０重量％である、請求項
１または３に記載の焼却飛灰固化体の製造方法。
【請求項５】
　下記（ａ）～（ｃ）過程を含む、水素ガス発生抑制方法。
（ａ）金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、該
焼却飛灰とセメントを混合する、第１の混合過程
（ｂ）前記混合して得られた粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添
加する、一括添加過程
（ｃ）前記一括して添加して得られた含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を、摩耗または破
損しないように、前記含水物を撹拌して混合する、第２の混合過程
【請求項６】
　前記焼却飛灰１００質量部に対し、セメントを２０～１００質量部混合する、請求項５
に記載の水素ガス発生抑制方法。
【請求項７】
　前記焼却飛灰とセメントの粉体混合物１００質量部に対し、水または塩化カルシウム水
溶液を２０～８０質量部添加して混合する、請求項５または６に記載の水素ガス発生抑制
方法。
【請求項８】
　前記塩化カルシウム水溶液の塩化カルシウムの濃度が、５～２０重量％である、請求項
５または７に記載の水素ガス発生抑制方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、金属アルミニウムを含む焼却飛灰を、セメントで固化してなる焼却飛灰固化
体を製造する方法と、焼却飛灰をセメントで固化する際の水素ガスの発生を抑制する方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境省が発表した資料によれば、平成２３年度に我が国で発生した一般廃棄物（ごみと
屎尿）は４５３９万トンで、そのうちの３３９８万トンが焼却処分されている。そして、
焼却灰の発生率は、一般廃棄物中の成分や焼却炉の方式にもよるが、一般に、焼却した量
の１０％（質量割合）とされている。この割合に従えば、１年間で約３００万トンもの焼
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却灰が発生したことになる。
　焼却灰には、焼却炉の底などから排出される主灰と、煤塵として電気集塵機等で集めら
れる飛灰がある。そして、前記焼却灰の発生率（１０％）の内、飛灰の発生率は約３％と
少ないが、主灰に比べ遥かに多くの重金属やダイオキシン等の有害物質を含むため、飛灰
は、重金属のキレート処理等の安定化（不溶化）を行った上で廃棄する必要がある。
【０００３】
　そして、焼却飛灰のような飛散しやすい粉体の安定化および減容化方法の一つに、セメ
ントを用いて固化する方法（セメント固化）がある。この方法は、焼却飛灰にセメントと
水を加えて撹拌して混合するだけであるから簡便かつ安価である。しかし、焼却飛灰の中
でも、特に、流動床炉から排出される焼却飛灰の多くは、金属アルミニウムを多量に含む
ため、セメントを用いて該焼却飛灰を固化すると、セメントの水和により生成した水酸化
カルシウムと金属アルミニウムが反応して水素ガスが発生する。その結果、焼却飛灰固化
体は水素ガスにより著しく膨張して崩壊し、安定化および減容化が不十分になる場合があ
る。また、室内等の閉鎖された空間では、水素ガスによる爆発事故が発生するおそれもあ
る。
　そこで、焼却飛灰をセメントで固化する際に、水素ガスの発生を抑制する手段が望まれ
ている。
【０００４】
　前記手段として、特許文献１では焼却飛灰の固化体の製造方法が提案されている。具体
的には、該方法は、焼却飛灰に水と温水のいずれかを加え、常温～９８℃で５～１２０分
間混練することにより、焼却飛灰中のアルミニウム等の両性物質の酸化と膨張性化合物の
反応を行った後、セメント等のアルカリ剤を加えて混練し、水熱固化反応により固化体を
製造する方法である。しかし、前記方法は、混練を２回に分けて行うほか、アルミニウム
等の酸化工程や水熱固化が必要なため、その分手間がかかる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３０８８６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　したがって、本発明は、金属アルミニウムを含む焼却飛灰を、セメントで固化してなる
焼却飛灰固化体を製造する方法と、セメントで固化する際の水素ガスの発生を抑制する方
法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、前記目的を達成するため、金属アルミニウムを含む焼却飛灰のセメント
固化の過程をつぶさに解析した結果、
(i)前記焼却飛灰、セメント、および水を撹拌して混合する際に、水素ガスは、機械的に
摩耗または破損した焼却飛灰の粒子表面から主に発生する。
　そして、水素ガスの発生を抑制するには、
(ii)前記焼却飛灰にセメントを加えた後、湿った程度の粉体混合物（以下「含水混合物」
という。）になるように、撹拌して混合しながら徐々に水を加える。
(iii)前記含水混合物は転圧等して成形する。
ことが有効であることを見い出し、本発明を完成させた。すなわち、本発明は下記の構成
を有する焼却飛灰固化体の製造方法、および水素ガス発生抑制方法である。
【０００８】
［１］下記（Ａ）～（Ｃ）工程を経て得た含水混合物を成形して、焼却飛灰固化体を製造
する、焼却飛灰固化体の製造方法。
（Ａ）金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、該
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焼却飛灰とセメントを混合して粉体混合物を調製する、粉体混合物調製工程
（Ｂ）前記粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添加して含水物を調
製する、含水物調製工程
（Ｃ）前記含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、前記含水物
を撹拌し混合して含水混合物を調製する、含水混合物調製工程
［２］前記焼却飛灰１００質量部に対し、セメントを２０～１００質量部混合する、前記
［１］に記載の焼却飛灰固化体の製造方法。
［３］前記焼却飛灰とセメントの粉体混合物１００質量部に対し、水または塩化カルシウ
ム水溶液を２０～８０質量部添加して混合する、前記［１］または［２］に記載の焼却飛
灰固化体の製造方法。
［４］前記塩化カルシウム水溶液の塩化カルシウムの濃度が、５～２０重量％である、前
記［１］または［３］に記載の焼却飛灰固化体の製造方法。
［５］下記（ａ）～（ｃ）過程を含む、水素ガス発生抑制方法。
（ａ）金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、該
焼却飛灰とセメントを混合する、第１の混合過程
（ｂ）前記混合して得られた粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添
加する、一括添加過程
（ｃ）前記一括して添加して得られた含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を、摩耗または破
損しないように、前記含水物を撹拌して混合する、第２の混合過程
［６］前記焼却飛灰１００質量部に対し、セメントを２０～１００質量部混合する、前記
［５］に記載の水素ガス発生抑制方法。
［７］前記焼却飛灰とセメントの粉体混合物１００質量部に対し、水または塩化カルシウ
ム水溶液を２０～８０質量部添加して混合する、前記［５］または［６］に記載の水素ガ
ス発生抑制方法。
［８］前記塩化カルシウム水溶液の塩化カルシウムの濃度が、５～２０重量％である、前
記［５］または［７］に記載の水素ガス発生抑制方法。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の焼却灰固化体の製造方法、および水素ガス発生抑制方法によれば、金属アルミ
ニウムを含む焼却飛灰をセメントで固化する際に、水素ガスの発生が著しく抑制されるた
め、高い強度の焼却飛灰固化体を安価に製造できるほか、水素ガスの爆発を防止できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】水を用いたセメント固化における、水素ガスの発生量の経時変化を示す図である
。
【図２】焼却飛灰固化体の脱型時の状態を示す図であって、ＡおよびＣは、それぞれ飛灰
－１および飛灰－３を用いて、本発明の製造方法（実施例）により製造した焼却飛灰固化
体の状態を示し、Ｂは、飛灰－１を用いて、従来の製造方法（比較例）により製造した焼
却飛灰固化体の状態を示す。
【図３】塩化カルシウム水溶液を用いたセメント固化における、水素ガスの発生量の経時
変化を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について、焼却灰固化体の製造方法と、水素ガス発生抑制方法に分けて詳
細に説明する。
【００１２】
１．焼却灰固化体の製造方法
　該製造方法は、前記のとおり、（Ａ）粉体混合物調製工程、（Ｂ）含水物調製工程、お
よび（Ｃ）含水混合物調製工程を含む。以下、各工程に分けて説明する。
【００１３】
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　（Ａ）粉体混合物調製工程
　該工程は、金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないよう
に、該焼却飛灰とセメントを混合して粉体混合物を調製する工程である。
　大気中の粉体粒子の間には多量の空気が含まれる。したがって、焼却飛灰とポルトラン
ドセメントのような粉体同士を混合する際には、空気が潤滑剤として働くため、粉体粒子
の摩耗や破損を避けることができる。このような粉体の混合方式として、例えば、混合容
器を回転させる方式、固定した混合容器内の混合羽根を回転させる方式、空気で粒子を噴
き上げる流動床方式、重力落下方式など様々な方式等が挙げられるが、これらの中でも、
重力落下方式が好ましい。もっとも、混合時の粒子間に十分な空気が含まれ、焼却飛灰の
粒子が摩耗または破損しない混合方式であれば、前記方式に限定されない。
　前記セメントは、特に制限されず、普通ポルトランドセメント、早強ポルトランドセメ
ント、中庸熱ポルトランドセメント、低熱ポルトランドセメント、高炉セメント、エコセ
メント、シリカセメント、およびフライアッシュセメントからなる群より選ばれる１種以
上が挙げられる。
　また、前記セメントの添加量は、焼却飛灰１００質量部に対し、好ましくは２０～１０
０質量部である。セメントの添加量が該範囲内であれば、焼却飛灰固化体の強度は充分で
あり、また原料コストも低い。なお、セメントの添加量は、より好ましくは３０～８０質
量部、さらに好ましくは４０～７０質量部である。
　次に、水素ガスが発生するメカニズムを説明する。
　金属アルミニウムの表面は、一般に、酸化アルミニウムの被膜により保護されているが
、焼却飛灰にセメントと水を添加すると、セメントの水和により生成する水酸化カルシウ
ムの水溶液に、酸化アルミニウムの被膜が溶解する。そして、被膜が溶解した結果、金属
アルミニウムと水が直接接触して、下記に示す反応が起こり水素ガスは徐々に発生する。
　２Ａｌ＋３Ｈ２Ｏ　→　Ａｌ２Ｏ３　＋　３Ｈ２

　しかし、焼却飛灰の粒子が摩耗または破損すると、酸化アルミニウムの被膜はより強く
破壊されるため、前記反応が激しくなり水素ガスの発生は顕著になることから、前記粉体
混合物調製工程は、水素ガスの発生の抑制に極めて有効である。
【００１４】
　（Ｂ）含水物調製工程
　該工程は、前記粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添加して含水
物を調製する工程である。
　非水溶性の粉体混合物に、水を加えて含水物を調製する場合、一般には、該粉混合物を
撹拌しながら水を徐々に加える。これは、撹拌せずに多量の水を加えると、粉体混合物に
不均等に水が吸収されて、いわゆる“だま”が生じるから、この“だま”の発生を防止す
るためである。
　しかし、本発明で用いる焼却飛灰は、後掲の表１に示すように、多量の塩化ナトリウム
、塩化カリウム、および塩化カルシウム等の水溶性塩類を含むため、焼却飛灰とセメント
の粉体混合物を撹拌しないで、該粉体混合物に水または塩化カルシウム水溶液を一括して
添加しても“だま”は生じず、焼却飛灰のセメント固化に支障はない。
　もっとも、焼却飛灰によっては、酸化アルミニウムの被膜の強弱により、被膜に破損が
なくても、水の添加によって水素ガスが発生する場合がある。この場合は、水の代わりに
塩化カルシウム水溶液を添加することにより、水素ガスの発生を防止できる。
　塩化カルシウム水溶液が水素ガスの発生を抑制するメカニズムとして、以下の事由が考
えられる。すなわち、焼却飛灰には多量の水酸化カルシウムが含まれているため、焼却飛
灰に水を加えると水酸化カルシウムの一部が水に溶解して、水溶液はアルカリ性になる。
純水に飽和量の水酸化カルシウムが溶解した水溶液のｐＨは１２．６だが、焼却飛灰には
多量の塩化カルシウムも含まれ、塩化カルシウムが水酸化カルシウムより優先して水に溶
解する。そして、水溶液中の塩化カルシウム濃度が増大するに従い、水酸化カルシウムの
溶解度が低下するから水溶液のｐＨも低下する。そのため、塩化カルシウム水溶液を添加
すると、水素ガスの発生を防止できると考える。
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　水素ガスの発生の抑制に有効な塩化カルシウム水溶液中の塩化カルシウムの濃度は、焼
却飛灰の性質にも依存するが、好ましくは５～２０重量％である。該濃度が該範囲内であ
れば、水素ガスの発生を抑制できる。なお、該濃度は、より好ましくは６～１８質量％、
さらに好ましくは７～１５質量％、特に好ましくは８～１２質量％である。
　また、水または塩化カルシウム水溶液の添加量は、焼却飛灰とセメントの粉体混合物１
００質量部に対し、好ましくは２０～８０質量部である。該添加量が該範囲内であれば、
含水混合物の撹拌は容易であり、焼却飛灰固化体の強度も充分高い。なお、水または塩化
カルシウム水溶液の添加量は、より好ましくは３０～７０質量部、さらに好ましくは４０
～６０質量部である。
【００１５】
　（Ｃ）含水混合物調製工程
　該工程は、前記含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を、摩耗または破損しないように、前
記含水物を撹拌し混合して含水混合物を調製する工程である。
　焼却飛灰とセメントの粉体混合物に、水あるいは塩化カルシウム水溶液を一括して添加
した後、数分間静置して水を粉体混合物に行き渡らせて含水物とし、該含水物を静かに撹
拌して混合し、流動性のある含水混合物を得る。
　前記混合方式は、焼却飛灰の粒子を撹拌して混合する際に、粒子の表面が摩耗または破
損しない方式であれば、特に制限されない。例えば、混合容器を回転させるタンブラー方
式などが好適である。
　そして最後に、前記含水混合物を型枠に打設するか、押出成形機やプレス成形機等を用
いて圧縮成形するか、またはターンテーブル等を用いて造粒等して成形し、焼却飛灰固化
体を製造する。なお、本発明において、焼却飛灰固化体の成形方法は、前記の方法に限定
されず、一般のコンクリートやモルタルの成形方法を用いることができる。
【００１６】
２．水素ガス発生抑制方法。
　該方法は、前記のとおり、（ａ）第１の混合過程、（ｂ）一括添加過程、および（ｃ）
第２の混合過程を含む。以下、各過程に分けて簡潔に説明する。
【００１７】
　（ａ）第１の混合過程
　金属アルミニウムを含む焼却飛灰の粒子の表面を摩耗または破損しないように、該焼却
飛灰とセメントを混合する過程である。
　（ｂ）一括添加過程
　前記混合して得られた粉体混合物に、水または塩化カルシウム水溶液を一括して添加す
る過程である。
　（ｃ）第２の混合過程
　前記一括して添加して得られた含水物中の焼却飛灰の粒子の表面を、摩耗または破損し
ないように、前記含水物を撹拌して混合する過程である。
　そして、（ａ）第１の混合過程は、前記（Ａ）粉体混合物調製工程で説明した内容と共
通し、（ｂ）一括添加過程は、前記（Ｂ）含水物調製工程で説明した内容と共通し、（ｃ
）第２の混合過程は、前記（Ｃ）含水混合物調製工程で説明した内容と共通する。
【実施例】
【００１８】
　以下、本発明を実施例により説明するが、本発明はこれらの実施例に限定されない。
１．使用材料
　使用した材料は、普通ポルトランドセメント、および異なる流動床焼却炉から採取した
３種類の焼却飛灰である。なお、表１に、３種類の焼却飛灰中の金属アルミニウムと各種
水溶性化合物の含有量を示す。
【００１９】
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【表１】

【００２０】
２．焼却飛灰に水を添加したときの水素ガスの発生量
　２００ｍＬの三角フラスコに、表１に示す焼却飛灰４０ｇを入れて、表２に示す量の水
を添加した後、気体捕集袋付きの栓で密栓して、気体捕集袋の体積の増加量を測定した。
表２に、焼却飛灰に添加した水の量と、ｐＨおよび水素ガス発生量の関係を示す。なお、
水素ガスの発生は、水を添加した後２日以内に始まり８日以内に終結した。
【００２１】
【表２】

【００２２】
　酸化アルミニウムの保護膜の耐アルカリ性は、水溶液のｐＨが増大するほど低下する。
そのため、焼却飛灰に添加する水量が多いほど、水溶液中の塩化カルシウムは希釈されて
塩化カルシウムの濃度は低くなり、その分、水酸化カルシウムの濃度は高くなるため、水
素ガスの発生量は増大する。酸化アルミニウムの保護膜の耐アルカリ性は焼却飛灰の生成
環境により異なるため、水素ガスの発生量は、同じ水の添加量でも焼却飛灰ごとに異なる
ものの、表２に示すように、ｐＨが１１．５６以下では、いずれの焼却飛灰も水素ガスは
発生しないという点で共通する。
【００２３】
３．セメント固化時の水素ガスの発生量
　本発明の焼却灰固化体の製造方法における水素ガスの発生量と、焼却飛灰とセメントの
粉体混合物を撹拌しながら加水する従来のセメント固化方法における水素ガスの発生量と
を比較するために、以下に示す実施例と比較例の試験を行った。
（１）実施例
　飛灰－１を４０ｇと、普通ポルトランドセメント２０ｇを、２００ｍＬの三角フラスコ
に入れ、三角フラスコを回転および振とうして粉体混合物を調製した。次に、該粉体混合
物に蒸留水２７ｇを加えて３分静置して含水物を調製した。さらに、薬匙を用いて該含水
物を静かに撹拌して混合し含水混合物を調製した後、気体捕集袋付きの栓で三角フラスコ
を密栓し、その後の含水混合物や焼却飛灰固化体からの水素ガスの発生量を測定した。
　なお、前記普通ポルトランドセメントの添加量は、質量部で表記すると、焼却飛灰１０
０質量部に対し５０質量部である。また、前記水の添加量は、質量部で表記すると、焼却
飛灰とセメントの粉体混合物１００質量部に対し４５質量部である。
（２）比較例
　飛灰－１を５０ｇと、普通ポルトランドセメント２５ｇを金属容器に入れて、ハンドミ
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キサーで撹拌しながら蒸留水３３．７５ｇを少しずつ加えて泥状混合物を得た。次に、該
泥状混合物から８７ｇの泥状混合物をはかり取り、２００ｍＬ三角フラスコに入れ、該三
角フラスコを気体捕集袋付きの栓で密栓して、その後の水素ガス測定量を測定した。
　図１に、前記実施例と比較例の、焼却飛灰１ｋｇ当たりの水素ガスの発生量（リットル
）を示す。図１から明らかなように、実施例では水素ガスは全く発生しないが、比較例で
は水素ガスが速やかに発生した。
【００２４】
４．焼却飛灰固化体の製造とその状態
　前記調製した含水混合物と泥状混合物を、内径２７ｍｍ、深さ９０ｍｍのプラスチック
試験管に流し込み、室温で２週間静置した後、焼却飛灰固化体を試験管から抜き出した。
図２のＡおよびＢに、該焼却飛灰固化体の状態を示す。
　実施例の焼却飛灰固化体は、水素ガスが発生しなかったため、試験管の形状を完全に保
持しているが、比較例の焼却飛灰固化体は、水素ガスを固化体の内部に閉じ込めているた
め、脆弱な発泡体になり、試験管から該焼却飛灰固化体を抜き出す際に破損した。
　また、飛灰－１に代えて、飛灰－２および飛灰－３を用いた以外は、前記実施例および
比較例と同じ固化試験を行った。その結果、飛灰－１を用いた場合と同様に、飛灰－２を
用いた実施例の焼却飛灰固化体は、水素ガスが発生しなかったため、試験管の形状を完全
に保持したが、比較例の焼却飛灰固化体は、飛灰－２および飛灰－３のいずれの場合も、
水素ガスを固化体の内部に閉じ込めているため、脆弱な発泡体になった。
【００２５】
　また、飛灰－３を用いた実施例の焼却飛灰固化体は、水素ガスが発生してその膨張作用
により、ひび割れが発生した（図３のＣ）。この理由は、飛灰－３に含まれる金属アルミ
ニウムの保護被膜の耐アルカリ性が、飛灰－１や飛灰－２よりも低いためであると考える
。
　そこで、水の代わりに、図３に示す濃度の塩化カルシウム水溶液を用いて、前記実施例
と同様の試験を行った。その結果を図３に示す。なお、塩化カルシウムは１級試薬を用い
た。
　図３に示すように、焼却飛灰１ｋｇ当たりの水素ガスの発生量（リットル）は、塩化カ
ルシウムの濃度が増加するとともに減少し、該濃度が６．９重量％ではゼロになった。こ
れは塩化カルシウムの濃度の増加とともに、保護被膜で覆われたアルミニウム粒子の周り
の水溶液のｐＨが低下したためと考える。
【００２６】
　以上の結果から、焼却飛灰およびセメントを撹拌して混合する際や、これにさらに水を
加えて撹拌して混合する際に、焼却飛灰粒子の摩耗または破損を防止し、さらに、水に代
えて塩化カルシウム水溶液を用いれば、含水混合物や焼却飛灰固化体からの水素ガスの発
生を抑制できることが明らかになった。
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